
 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年第１回 

多 摩 市 議 会 臨 時 会 議 案 

 

 

 

 

 

 

 

           多  摩  市 

 

 



多摩市告示第２８９号  

 

 令和５年第１回多摩市議会臨時会を下記のとおり招集する。  

  令和５年５月２日  

                 多摩市長  阿 部 裕 行  

 

記  

 

１ 日 時   令和５年５月１６日（午前１０時）  

 

２ 場 所   多摩市役所議場  

 

３ 付議事件  （１）多摩市議会議長の選挙  

（２）多摩市議会副議長の選挙  

（３）多摩市議会常任委員会委員の選任  

（４）多摩市議会議会運営委員会委員の選任  

（５）東京都三市収益事業組合議会議員の選挙  

（６）南多摩斎場組合議会議員の選挙  

（７）東京たま広域資源循環組合議会議員の選挙  

（８）多摩ニュ－タウン環境組合議会議員の選挙  

（９）東京都後期高齢者医療広域連合議会議員選挙候補者の

推薦  

（10）議会運営委員会の特定事件継続調査の申し出  

(11) 令和５年度多摩市一般会計補正予算(第２号) 

（12）多摩市市税条例の一部を改正する条例を専決処分し

たことについて  

（13）多摩市都市計画税条例の一部を改正する条例を専決

処分したことについて  

（14）多摩市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を

専決処分したことについて 

 



第２６号議案  

多摩市市税条例の一部を改正する条例を専決処分したことについ

て  

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、下  

記のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、承認を求める。  

令和５年５月１６日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  

 

記  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、多

摩市市税条例の一部を改正する条例を公布する。  

令和５年３月３１日  

多摩市長  

 

多摩市条例第１１号  

 

多摩市市税条例の一部を改正する条例  

 

多摩市市税条例（昭和４０年多摩市条例第１号）の一部を次のように改正す

る。  

第４６条中「又は」の次に「第５号の１５の２様式若しくは」を加え、「に

よって」を「により」に改める。  

第４８条第１項及び第５項中「第２２号の４様式」の次に「又は第２２号の

４の２様式」を加える。  

第５０条第１項中「第２２号の４様式」の次に「又は第２２号の４の２様式」  

を加え、同条第２項中「においては」を「には」に改める。  

第９８条第１項及び第５項並びに第１０１条第１項中「第３４号の２の５様

式」の次に「又は第３４号の２の５の２様式」を加える。  

附則第８条第１項中「令和６年度」を「令和９年度」に改める。  

附則第１０条中「、第６３条又は第６４条」を「又は第６３条」に、「、第

６３条若しくは第６４条」を「若しくは第６３条」に改める。  

附則第１０条の２第３項中「附則第１５条第１５項」を「附則第１５条第１  

４項」に改め、同条第４項中「附則第１５条第２２項」を「附則第１５条第２  

１項」に改め、同条第５項中「附則第１５条第２３項第１号」を「附則第１５  
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条第２２項第１号」に改め、同条第６項中「附則第１５条第２３項第２号」を  

「附則第１５条第２２項第２号」に改め、同条第７項中「附則第１５条第２３  

項第３号」を「附則第１５条第２２項第３号」に改め、同条第８項中「附則第  

１５条第２４項第１号」を「附則第１５条第２３項第１号」に改め、同条第９  

項中「附則第１５条第２４項第２号」を「附則第１５条第２３項第２号」に改  

め、同条第１０項中「附則第１５条第２６項第１号イ」を「附則第１５条第２  

５項第１号イ」に改め、同条第１１項中「附則第１５条第２６項第１号ロ」を  

「附則第１５条第２５項第１号ロ」に改め、同条第１２項中「附則第１５条第  

２６項第１号ハ」を「附則第１５条第２５項第１号ハ」に改め、同条第１３項  

中「附則第１５条第２６項第１号ニ」を「附則第１５条第２５項第１号ニ」に  

改め、同条第１４項中「附則第１５条第２６項第２号イ」を「附則第１５条第  

２５項第２号イ」に改め、同条第１５項中「附則第１５条第２６項第２号ロ」  

を「附則第１５条第２５項第２号ロ」に改め、同条第１６項中「附則第１５条  

第２６項第２号ハ」を「附則第１５条第２５項第２号ハ」に改め、同条第１７  

項中「附則第１５条第２６項第３号イ」を「附則第１５条第２５項第３号イ」  

に改め、同条第１８項中「附則第１５条第２６項第３号ロ」を「附則第１５条  

第２５項第３号ロ」に改め、同条第１９項中「附則第１５条第２６項第３号ハ」  

を「附則第１５条第２５項第３号ハ」に改め、同条第２０項中「附則第１５条  

第２９項」を「附則第１５条第２８項」に改め、同条第２１項中「附則第１５  

条第３３項」を「附則第１５条第３２項」に改め、同条第２２項中「附則第１  

５条第３４項」を「附則第１５条第３３項」に改め、同条第２３項中「附則第  

１５条第３９項」を「附則第１５条第３８項」に改め、同条第２４項中「附則  

第１５条第４３項」を「附則第１５条第４２項」に改め、同条第２５項中「附  

則第１５条第４４項」を「附則第１５条第４３項」に改め、同条第２７項を削  

る。  

附則第１０条の３第１２項中「附則第７条第１３項」を「附則第７条第１７

項」に改める。  

附則第１０条の４第２項及び第１０条の５第２項中「令和３年度分及び令和

４年度分」を「令和５年度分及び令和６年度分」に改める。  

附則第１０条の５の次に次の１条を加える。  

（令和２年７月豪雨に係る固定資産税の特例の適用を受けようとする者がす

べき申告等）  

第１０条の６ 法附則第１６条の４第１項（同条第２項において準用する場合  

を含む。）の規定の適用を受けようとする者は、当該年度の初日の属する年  

の１月３１日（第５４条第６項の規定により同項に規定する仮換地等に係る  
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同条第１項の所有者とみなされた者が当該仮換地等について法附則第１６条  

の４第６項（同条第７項において準用する場合を含む。）の規定により読み  

替えて適用される同条第１項の規定の適用を受けようとする場合にあっては、  

市長が定める日）までに次に掲げる事項を記載した申告書を市長に提出しな  

ければならない。  

⑴ 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号

又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）並びに当

該納税義務者が令附則第１２条の６第１項第３号から第５号まで又は第３

項第３号から第５号までに掲げる者である場合にあっては、同条第１項第

１号若しくは第２号又は第３項第１号若しくは第２号に掲げる者との関係  

⑵ 法附則第１６条の４第１項に規定する被災住宅用地の上に令和２年度に

係る賦課期日において存した家屋の所有者及び家屋番号  

⑶ 当該年度に係る賦課期日において法附則第１６条の４第１項（同条第２

項において準用する場合及び同条第６項（同条第７項において準用する場

合を含む。）の規定により読み替えて適用される場合を含む。）の規定の

適用を受けようとする土地を法第３４９条の３の２第１項に規定する家屋

の敷地の用に供する土地として使用することができない理由  

⑷ その他市長が固定資産税の賦課徴収に関し必要と認める事項  

２ 法附則第１６条の４第１項（同条第２項において準用する場合を含む。）

の規定の適用を受ける土地に係る令和５年度分及び令和６年度分の固定資産

税については、第７４条の規定は適用しない。  

３ 法附則第１６条の４第４項に規定する特定被災共用土地（以下この項にお

いて「特定被災共用土地」という。）に係る固定資産税額の按分の申出は、

同条第４項に規定する特定被災共用土地納税義務者（以下この項において「

特定被災共用土地納税義務者」という。）の代表者が毎年１月３１日までに

次に掲げる事項を記載した申出書を市長に提出して行わなければならない。  

⑴ 代表者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は

法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）  

⑵ 特定被災共用土地の所在、地番、地目及び地積並びにその用途  

⑶ 特定被災共用土地に係る法附則第１６条の４第３項に規定する被災区分

所有家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積並びにその用途  

⑷ 各特定被災共用土地納税義務者の住所及び氏名並びに当該各特定被災共

用土地納税義務者の当該特定被災共用土地に係る持分の割合  

⑸ 法附則第１６条の４第３項の規定により按分する場合に用いられる割合

に準じて定めた割合及び当該割合の算定方法  
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４ 法附則第１６条の４第９項の規定により特定被災共用土地とみなされた特

定仮換地等（以下この項において「特定仮換地等」という。）に係る固定資

産税額の按分の申出については、前項中「特定被災共用土地納税義務者」と

あるのは「特定仮換地等納税義務者」と、「特定被災共用土地の」とあるの

は「特定仮換地等の」と、「特定被災共用土地に」とあるのは「特定仮換地

等に対応する従前の土地である特定被災共用土地に」とする。  

附則第１５条の３を削り、附則第１５条の３の２を附則第１５条の３とする。  

附則第１５条の７第３項を削る。  

附則第１６条第１項中「第８項」を「第４項」に改め、同条第２項中「令和  

２年４月１日から令和３年３月３１日まで」を「令和４年４月１日から令和８  

年３月３１日まで」に、「令和３年度分」を「、当該初回車両番号指定を受け  

た日の属する年度の翌年度分」に改め、同条第３項から第６項までを削り、同  

条第７項中「附則第３０条第７項」を「附則第３０条第３項」に、「３輪以上  

のガソリン軽自動車」を「３輪以上の法第４４６条第１項第３号に規定するガ  

ソリン軽自動車（以下この項及び次項において「ガソリン軽自動車」という。  

）」に改め、「、当該ガソリン軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月  

３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車  

税の種別割に限り」を削り、「令和５年３月３１日」を「令和８年３月３１日」  

に、「令和５年度分」を「、当該初回車両番号指定を受けた日の属する年度の 

翌年度分」に、「第３項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる 

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句」を「同条第２号ア(イ)中「３，９０ 

０円」とあるのは「２，０００円」と、同号ア(ウ)ａ中「６，９００円」とある 

のは「３，５００円」」に改め、同項を同条第３項とし、同条第８項中「附則 

第３０条第８項」を「附則第３０条第４項」に改め、「、当該ガソリン軽自動 

車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号指定を 

受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り」を削り、「令和５ 

年３月３１日」を「令和７年３月３１日」に、「令和５年度分」を「、当該初 

回車両番号指定を受けた日の属する年度の翌年度分」に、「第４項の表の左欄 

に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ 

る字句」を「同条第２号ア(イ)中「３，９００円」とあるのは「３，０００円」 

と、同号ア(ウ)ａ中「６，９００円」とあるのは「５，２００円」」に改める。 

附則第１６条の２第１項中「第８項」を「第４項」に改める。  

附則第１７条の２第１項及び第２項中「令和５年度」を「令和８年度」に改

める。  

附則第２５条中「。次条において「新型コロナウイルス感染症特例法」とい
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う。」を削る。  

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第２条 次項に定めるものを除き、この条例による改正後の多摩市市税条例（

以下「新条例」という。）の規定中固定資産税に関する部分は、令和５年度

以後の年度分の固定資産税について適用し、令和４年度分までの固定資産税

については、なお従前の例による。 

２ 令和３年４月１日から令和５年３月３１日までの期間（以下この項におい

て「適用期間」という。）内に地方税法等の一部を改正する法律（令和３年

法律第７号）附則第１条第４号に掲げる規定による改正前の地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）附則第６４条に規定する中小事業者等（以下この項

において「中小事業者等」という。）が取得（同条に規定する取得をいう。

以下この項において同じ。）をした同条に規定する特例対象資産（以下この

項において「特例対象資産」という。）（中小事業者等が、同条に規定する

リース取引（以下この項において「リース取引」という。）に係る契約によ

り特例対象資産を引き渡して使用させる事業を行う者が適用期間内に取得を

した同条に規定する先端設備等に該当する特例対象資産を、適用期間内にリ

ース取引により引渡しを受けた場合における当該特例対象資産を含む。）に

対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第３条 令和元年１０月１日から令和３年１２月３１日までの間に取得された

この条例による改正前の多摩市市税条例附則第１５条の３及び第１５条の７

第３項に規定する３輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性能

割については、なお従前の例による。 

２ 新条例附則第１６条の規定は、令和５年度以後の年度分の軽自動車税の種

別割について適用し、令和４年度分までの軽自動車税の種別割については、

なお従前の例による。 
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第２７号議案  

多摩市都市計画税条例の一部を改正する条例を専決処分したこと

について  

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、下  

記のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、承認を求める。  

令和５年５月１６日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  

 

記  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、多

摩市都市計画税条例の一部を改正する条例を公布する。  

令和５年３月３１日  

多摩市長  

 

多摩市条例第１２号 

 

多摩市都市計画税条例の一部を改正する条例 

 

多摩市都市計画税条例（昭和４０年多摩市条例第９号）の一部を次のように

改正する。 

附則第２項（見出しを含む。）中「附則第１５条第１５項」を「附則第１５

条第１４項」に改める。 

附則第３項（見出しを含む。）中「附則第１５条第３３項」を「附則第１５

条第３２項」に改める。 

附則第４項（見出しを含む。）中「附則第１５条第３４項」を「附則第１５

条第３３項」に改める。 

附則第５項（見出しを含む。）中「附則第１５条第３９項」を「附則第１５

条第３８項」に改める。 

附則第６項（見出しを含む。）中「附則第１５条第４４項」を「附則第１５

条第４３項」に改める。 

附則第１９項中「第１０項、第１４項から第１８項まで、第２０項、第２１

項、第２５項、第２８項、第３２項から第３６項まで、第３９項、第４０項若

しくは第４４項」を「第９項、第１３項から第１７項まで、第１９項、第２０

項、第２４項、第２７項、第３１項から第３５項まで、第３８項、第３９項、
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第４３項若しくは第４６項」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の多摩市都市計画税

条例（以下「新条例」という。）の規定は、令和５年度以後の年度分の都市

計画税について適用し、令和４年度分までの都市計画税については、なお従

前の例による。 

３ この条例の施行の日から地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の

一部を改正する法律（令和５年法律第  号）附則第１条第２号に掲げる規

定の施行の日の前日までの間における新条例附則第１９項の規定の適用につ

いては、同項中「、第４３項若しくは第４６項」とあるのは、「若しくは第

４３項」とする。 
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第２８号議案  

多摩市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を専決処分した

ことについて  

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、下  

記のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、承認を求める。  

令和５年５月１６日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  

 

記  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、多

摩市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を公布する。  

令和５年３月３１日  

多摩市長  

 

多摩市条例第１３号  

 

多摩市国民健康保険税条例の一部を改正する条例  

 

多摩市国民健康保険税条例（昭和２７年多摩市条例第３９号）の一部を次の

ように改正する。  

第２条第３項ただし書中「２０万円」を「２２万円」に改める。  

第２１条第１項中「２０万円」を「２２万円」に改め、同項第２号中「２８

万５，０００円」を「２９万円」に改め、同項第３号中「５２万円」を「５３

万５，０００円」に改める。  

第２１条の２中「第２２条の２」を「第２２条の２第１項」に改める。  

第２２条の２第２項中「その他の特例対象被保険者等であることの事実を証

明する書類」を「又は雇用保険受給資格通知（同令第１９条第３項に規定する

ものをいう。）」に改める。  

附則第２項中「第２１条第１項」を「第２１条」に、「同項」を「同条第１

項」に改める。  

附則第３項、第４項、第６項から第９項まで、第１２項及び第１３項中「第

２１条第１項の」を「第２１条の」に改める。  

附 則  

（施行期日）  
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１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

（適用区分）  

２ この条例による改正後の多摩市国民健康保険税条例の規定は、令和５年度

以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和４年度分までの国民健

康保険税については、なお従前の例による。  
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